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論 文 内 容 の 要 旨

欧米の先進国と同様,わが国においても医療とスクリーニングプログラムの経済的側面に関する客観的評価の必要性はま

すます高まりつつある｡HIVスクリーニングプログラムをわが国で実施した場合の費用効果性について検討した｡(1)スク

リーニングを行い,T4細胞数500/立方ミリメートル未満の無症状HIV陽性者について抗ウイルス薬 zidovudineを用いた

予防治療を行う,(2)スクリーニングを行わない,の2つのストラテジーの費用効果性を,異なる集団 (献血者,同性愛者,

外国からの CommercialSexWorkers[CSWsD で比較した｡予防治療により延長した余命年数と各集団のHIV有病率,

最初のT4細胞数,AIDS発症までの時間,pentamidime吸入の効果などのデータはこれまでに報告されている資料を参考

にした｡費用は社会保険研究所発行の薬価基準早見表に従い推測した｡有病率が1-4%である外国からのCSWsと東京

都の同性愛者の集団では,費用効果比の増分は延長した余命年数あたり$12,863から$13,333であった｡献血者のような非

常にHIV有病率の低い集団については,費用効果比の増分は延長した余命年数あたり$1,444,092と高額であった｡日本

における他の医療的介入に比べると,有病率が0.1%以上の集団ではHIVスクリーニングプログラムは費用効果的である

といえる｡ 各数値を変化させる感受性分析では,zidovudineの効果が推定値の50%と25%の場合,有病率は各々0.5%以上,

3%以上で費用効果的となった｡

一方,partnernotificationprogram(PNP)は発展途上国はもちろん一部の先進国でも重要なHIV予防ス トラテジーと

して認識されている｡血清学的なHIV感染の頻度と法律,財源,社会的障壁,危険度の高い行為の改善のような必須の要

素については,日本の状況に応じたデータを用いた｡2次感染率は11-20%であった｡分析の結果は,検査を行ったpart-

nerでのHIV有病率は11-39%であり,新たなHIV陽性者を発見するための費用は1人あたりUS$810-3,205であった｡

すべての関連要素を勘案しても,日本でもPNPを実施することが推奨される結果となった｡

さらに,1995年のHIVに感染した患者の合計とそのpartnerの推定数を用いて,PNPを行った時と行わなかった時とを

比べた費用効果分析を行った｡IndexcaseとそのHIV陽性のpartnerが,性行為をより安全なものに改善し,ある一定の

確率でHIV伝染を予防するというモデルを想定し解析 した｡その結果,費用効果比の増分は,延長した余命年数あたり

$4,930であった｡感受性分析では,PNPは考えうる範囲全てについて費用効果的であり,かつわが国における他の医療的

介入に優る結果となった｡

以上の結果より,わが国ではHIVの有病率が0.1%以上の集団ではスクリーニングプログラムが費用効果であり,かつ

HIV予防ス トラテジーの一部としてPNPの実施が強く勧められるものである｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

わが国においてAIDS発症を予防する手段としてのHIVスクリーニングプログラムの費用効果分析を行った｡1)スク

リーニングを実施し,陽性者に予防的治療を行う,2)スクリーニングを行わない,の2つのス トラテジーの費用効果性を,
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有病率の異なる集団につき比較した｡その結果,有病率が0.1%以上の集団ではHIVスクリーニングプログラムは費用効

果的であった｡

次にHIVの感染を予防する方策としての partnernoti丘cationprogram (PNP)をわが国で施行 した場合の費用効果を検

討した｡新たなHIV陽性者を発見するための費用は1人あたりUS$810-3,205であった｡1995年のHIVに感染した患者

の合計と推定 partner数を用い,かつPNPの効果についてモデルを考慮して,PNPを行った時と行わなかった時とを比べ

た費用効果分析を行った｡費用効果性に影響を与えると考えられる因子のとりうる範囲全ての数値についてPNPは費用効

果的であり,かつわが国における他の多くの医療的介入の費用効果性に優っていた｡以上より,HIV予防ス トラテジーの

一部としてのPNPの実施が強く勧められる結果となった｡

これらの研究はHIVの感染予防とAIDSの発症予防に大きく貢献すると考えられ,学位論文として価値あるものと認め

る｡

なお,本学位授与申請者は,平成10年2月2日実施の論文内容とそれに関連した試問を受け,合格と認められたものであ

る｡
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